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市の人口について 

 

• 第１章では、市勢状況として、人口動態、地域特性等を把握しています。 

• 成田市の人口は、成田国際空港の開港が決定した後、昭和 40 年代後半以降、成田国

際空港関連企業の立地等に伴い、平成 25 年まで増加傾向です。 

• 今後も人口は微増傾向が続き、平成42年に13万7,408人まで達すると予測されます。 

• 今後の変化予測では、人口が大きく減少し高齢化が進む地区と、空港関連等の開発等

により人口が増加する地区と、地区により状況が異なっています。 

成田市の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区別人口構成変化（今後 20 年） 
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昭和30年 35年 40年 45年 50年 55年 60年 平成元年2年 7年 12年 17年 22年 25年 27年 32年 37年 42年

児童生徒数（千人）人口（千人）、世帯数（千世帯） 総人口総人口総人口総人口世帯数世帯数世帯数世帯数 児童生徒数児童生徒数児童生徒数児童生徒数

予測値予測値予測値予測値
平成 42 年 ピークに 達する ≪平成 42 年人口構成比率≫ 

平成42年
3万5,083人平成22年

2万7,434人 今後20年間で
28％ＵＰ

年少人口年少人口年少人口年少人口
33％ＵＰ
生産年齢生産年齢生産年齢生産年齢人口人口人口人口
25％UP

老年人口老年人口老年人口老年人口
34％ＵＰ平成22年平成42年

公 津 地 区 下 総 地 区 今後20年間で
31％ＤＮ

年少人口年少人口年少人口年少人口
49％ＤＮ
生産年齢生産年齢生産年齢生産年齢人口人口人口人口
47％ＤＮ
老年人口老年人口老年人口老年人口
11％ＵＰ平成22年平成42年

平成42年
5,026人平成22年

7,292人高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率 13.5％％％％ 高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率 44.6％％％％
生産年齢人口比率生産年齢人口比率生産年齢人口比率生産年齢人口比率 68.2％％％％年少人口比率年少人口比率年少人口比率年少人口比率 18.3％％％％ 生産年齢人口比率生産年齢人口比率生産年齢人口比率生産年齢人口比率 48.0％％％％年少人口比率年少人口比率年少人口比率年少人口比率 7.4％％％％

高齢化率 25.6%生産年齢人口比率 62.2%年少人口比率 12.2%

昭和 53 年 成田国際空港開港 
昭和 45 年 4.4 万人 

平成 18 年 下総・大栄 合併 
平成 25 年 13.0 万人 

平成平成平成平成 42424242 年年年年    13.713.713.713.7 万人万人万人万人    （人口のピーク）（人口のピーク）（人口のピーク）（人口のピーク）    
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昼間、市内で働く人について 

 

• 市内には、成田国際空港関連企業（空港内企業・周辺宿泊施設等）や空港周辺の工業

団地等に多くの企業が立地しているため、昼間人口比率が高く（夜間人口の約 127％）

なっています。 

• 成田空港内の従業員数は、成田市内で従業している人の約 46％を占めています。 

• 成田国際空港を年間約 3,500 万人、１日当たり約 10 万人が利用しています。 

成田市の昼間人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成田市民の就業・就学者の状況 

 

 

6,976

18,262

16,350

27,005

自 宅自 宅 外空港で働く市民就業者市外に通う就業・就学者成田市民の就業･就学者状況合計68,593人 成田市民の成田市民の成田市民の成田市民の就業･就学者就業･就学者就業･就学者就業･就学者のうちのうちのうちのうち
41,588人人人人(61%)

1 6 , 3 5 0人人人人
人人人人 人人人人(10%)

(27%)
(39%)

(24%)

23,064人
合計合計合計合計64,652人人人人

空港内従業員数空港内従業員数空港内従業員数空港内従業員数

32,054人人人人16,350人人人人 32,054人人人人16,350人人人人成田市民成田市民成田市民成田市民 市外市外市外市外
48,404人人人人

市外からの流入人口
64,093人 105,681人

市内の就業・就学者数市外 が市内で就業・就学しているが市内で就業・就学しているが市内で就業・就学しているが市内で就業・就学している 平成17年

46％
市内市内市内市内のののの就業･就学者の就業･就学者の就業･就学者の就業･就学者の

(36％)

(11％)

(28％)

(25％％％％)

(64％％％％)
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１０地区ごとの将来人口の変化について 

 

 

• 成田市は、行政地区区分として、10 地区を設定しています。 

• 今後の人口変化、高齢化率の変化から、10 地区は大きく 2 つの特性に分類できます。 

• 地区によって、今後の変化に大きな差があると予測されます。  
・今後人口が増加し、高齢化があまり進まない地区 

・今後人口が大きく減少し、高齢化が進む地区    
地区ごとの今後の人口変化の予測とこれまでの開発動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成田駅前再開発
格安航空会社誘致

昭和62年工業団地分譲開始

昭和53年成田国際空港開港宿泊施設集積 昭和40～50年代の開発昭和60年代の開発直近10年間の開発 今後の開発

昭和47年工業団地分譲開始

昭和50年工業団地分譲開始

昭和47年成田ﾆｭｰﾀｳﾝ入居開始
新市街地発展中

新駅「成田湯川」
新たな物流拠点整備久住駅前土地区画整理

成田国際空港成田国際空港成田国際空港成田国際空港
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• 「今後人口が増加し、高齢化があまり進まない地区」では、近年、土地区画整理事業

等の開発が行われ、新たな人口が流入しています。 

• その中でも、ニュータウン地区は、昭和 47 年と早い時期に開発されたため、今後人

口が減少に転じると予測されます。 

• 「今後人口が大きく減少し、高齢化が進む地区」では、空港開港後工業団地や物流団

地等が開発された地区や農地と山林の良好な自然環境に囲まれた地区等があります。  
地区ごとの今後の人口変化の予測 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同じ市内でも地区によって状況が大きく異なるため、地区ごとのニーズの変化に対応

した公共施設の配置や行政サービスのあり方の検討が必要 

※地区別人口は、成田市総合 5 か年計画 2011 の人口推計及び 国立社会保障･人口問題研究所の平成 20 年 12 月推計等を基に算出しています 

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年成田市　全体 18%18%18%18% 20%20%20%20% 22%22%22%22% 23%23%23%23% 24%24%24%24%成田 18% 18% 19% 19% 20%公津 13% 13% 13% 13% 14%ニュータウン 14% 20% 25% 27% 28%八生 38% 41% 43% 49% 50%豊住 33% 35% 42% 49% 57%中郷 29% 33% 38% 45% 50%久住 23% 21% 18% 17% 16%遠山 14% 16% 17% 19% 20%下総 28% 32% 35% 41% 45%大栄 25% 28% 33% 38% 44%

高齢化率

平成22年→27年 平成22年→32年 平成22年→37年 平成22年→42年成田市　全体 128,933 109%109%109%109% 111%111%111%111% 110%110%110%110% 109%109%109%109% 140,341 11,40811,40811,40811,408成田 19,094 113% 120% 122% 124% 23,660 4,566公津 27,434 114% 122% 124% 128% 35,083 7,649ニュータウン 33,720 106% 105% 98% 90% 30,455 -3,265八生 3,907 91% 78% 71% 60% 2,347 -1,560豊住 2,058 89% 78% 68% 62% 1,268 -790中郷 1,349 93% 82% 76% 69% 928 -421久住 3,644 121% 140% 158% 175% 6,388 2,744遠山 18,183 118% 127% 135% 141% 25,574 7,391下総 7,292 96% 86% 78% 69% 5,026 -2,266大栄 12,252 98% 91% 84% 78% 9,613 -2,639

平成42年人口 変化数人口比平成22年人口101％以上91～100％81～90％80％以下

今後人口が大きく減少減少減少減少高齢化が進む地区

今後人口が増加増加増加増加高齢化はあまり進まない地区

41％以上31～40％21～30%20％以下

人口が人口が人口が人口が大きく減少大きく減少大きく減少大きく減少人口が人口が人口が人口が大きく減少大きく減少大きく減少大きく減少
高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率
50％以上％以上％以上％以上高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率
40％以上％以上％以上％以上

人口が人口が人口が人口が増加増加増加増加人口が人口が人口が人口が増加増加増加増加
高齢化の高齢化の高齢化の高齢化の進展が進展が進展が進展がゆるやかゆるやかゆるやかゆるやか
高齢化の高齢化の高齢化の高齢化の進展が進展が進展が進展がゆるやかゆるやかゆるやかゆるやか
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市の財政について  
• 第 2 章では、財政状況、保有する資産の整備状況等を把握しています。 

• 成田市の歳入は市税収入が多く、市が自由に使える一般財源の割合が高いため、公共

施設の整備等に使える財源が比較的多い状態です。 

• 歳出は、500 億円台で推移していましたが、平成 23 年度は「扶助費」や「繰出金等」

の増加により 609 億円となりました。 

• 投資的経費は 5 年間で約 1.5 倍に膨らんでおり、歳出の 25％を占め、県平均（12％）

の約 2 倍の水準です。今後は、これまで整備されてきた施設等が更新時期に入るため、

建替え・改修等の更新経費について限られた財源の中でどう対応するかが課題です。 

歳入の状況    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出の状況         
 

 

293.0
330.9

299.0 306.6 307.6

21.0
21.3

22.5 16.0 29.733.6

31.5
31.0 29.8

30.026.5

28.0
33.9 40.7

50.948.6

74.9
71.9 65.9

77.1
16.4

17.6
18.2 23.4

21.4

88.3

74.7 119.1 100.7

130.9

0

100

200

300

400

500

600

700

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

その他特定財源都道府県支出金国庫支出金市債その他一般財源地方交付税市税
527

579 596 583

648
（億円）

一般財源

109.6 107.0 106.2 104.9 105.3 

58.5 63.4 67.6 87.9 94.2 
42.0 41.9 42.0 41.1 42.9 
89.7 93.8 95.8 

97.7 99.4 26.6 29.1 
60.1 33.3 41.1 

103.7 
118.8 

138.9 129.7 
151.8 75.0 

79.3 
58.6 53.2 

74.4 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
繰出金 等投資的経費補助費等物件費公債費扶助費人件費

505
533

569

548

義務的経費
609

投資的経費 約約約約 1.51.51.51.5 倍倍倍倍増 

扶助費 
1.61.61.61.6 倍倍倍倍増 

市が自由な市が自由な市が自由な市が自由な    裁量を持つお金裁量を持つお金裁量を持つお金裁量を持つお金    が多いが多いが多いが多い    
（（（（25252525％）％）％）％）    （（（（21212121％％％％））））    （（（（24242424％）％）％）％）    （（（（22222222％）％）％）％）    （（（（24242424％％％％））））    

（億円） 
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これまで公共施設の整備等に使ってきた投資的経費  
• これまでの投資的経費は、人口増加に対応するための道路・橋梁等のインフラ整備、

駅前再開発をはじめとする都市基盤整備、学校施設の増築などの新規整備を中心に増

加傾向で推移してきました。 

• 公共施設等の新規整備等を積極的に行ってきたため、市債発行額（借金）も増加傾向

となっており、今後、市債（借金）を償還する財源確保も考慮する必要があります。 

• 今後、高齢化の進展等により、義務的に必要な経費が増加することが懸念され、公共

施設整備等にかかる投資的経費等に影響が出てくる可能性があります。 

 

これまでの投資的経費    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市債（借金）の発行額の推移 

 

 

 

26.5

28.0

33.9

40.7

50.9
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10 
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40 
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60 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（億円）
11.5 17.5 17.7 

25.4 26.8 
14.9 

26.9 
2.9 

14.1 
15.7 

36.8 
70.5 

61.6 

68.6 

70.9 

85.8 43.5 

45.8 9.6 
14.8 

16.1 

11.9 

22.6 

20.7 

109.5
103.7

118.8

138.9
129.7

151.8
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平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度38.3 
20.4 31.8 

41.2 
63.6 85.4 

0

20

40

60
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100

120

140

160

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（億円）
公共施設にかかる投資的経費

新規新規新規新規投資分投資分投資分投資分既存既存既存既存更新分更新分更新分更新分

道路・橋梁等の整備中心 公共施設の新規公共施設の新規公共施設の新規公共施設の新規整備の増加整備の増加整備の増加整備の増加

•新清掃工場整備事業
• ＪＲ・京成成田駅中央口地区整備事業
•公津の杜小学校増築事業（児童生徒数増加に伴う増築）用地取得費 道路・橋梁等に係る投資的経費 公共施設に係る投資的経費（新規投資分） 公共施設に係る投資的経費（既存更新分）公共施設にかかる投資的経費

市債発行額市債発行額市債発行額市債発行額    の増加の増加の増加の増加    市債（借金）を償還する費用
（公債費）の増加が懸念 
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今後の財政の見込み  
• 平成 25 年度以降、公共施設の新規整備が中心となっていますが、公共施設にかかる

投資的経費は 50 億円を下回る水準に減少すると見込んでいます。しかし、平成 28

年度以降には、既存の公共施設の大規模改修や建替え費用が多額に発生することが見

込まれています。（11ページ参照） 

• 合併に伴う財政の特例措置として国から受けている普通交付税約 22 億円/年が、平成

28 年度以降は段階的に削減され、平成 33 年度に不交付（０円）となります。 

• 今後、限られた財源の中で、どのように公共施設サービスを保っていくかが課題です。 

今後の投資的経費の見込み  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併に伴う財政支援措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 
14 16 

37 

71 

51
41 37 31

17 
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15 50

7 12
14

84 

87 

98 
66 

66 

75 

79 80 
73 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

160 

180 

平成19年度決算 平成20年度決算 平成21年度決算 平成22年度決算 平成23年度決算 平成24年度計画 平成25年度計画 平成26年度計画 平成27年度計画

（億円） 118.8 138.9 129.7 151.8 176.1 127.4 128.8 118.5
20 

32 
41 

64 

86 

102 

48 49 45 

14

16
17

19

12

23 23
22 22 22

20

15

11

7

2

0 0 0 0
0

5

10

15

20

25

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36合併算定替期間 激変緩和措置期間 通常の算定

成田市成田市成田市成田市不交付団体不交付団体不交付団体不交付団体合併算定替影響額約22222222億円
（億円）

普通交付税
現在

実 績 計 画 
�公津の杜中学校建設事業 
� 公津の杜複合施設建設事業 
� 下総小学校建設事業 
� 下総児童ホーム整備 
� 給食共同調理場整備   等 

33333333％減少％減少％減少％減少    人口増加増加増加増加への対応 
人口減少減少減少減少に伴う 統廃合対応 

市が自由な市が自由な市が自由な市が自由な    裁量を持つ裁量を持つ裁量を持つ裁量を持つお金お金お金お金が削減が削減が削減が削減されますされますされますされます    
平成平成平成平成 28282828 年度以降年度以降年度以降年度以降    

平成平成平成平成 27272727 年度までに年度までに年度までに年度までに    公共施設新規整備公共施設新規整備公共施設新規整備公共施設新規整備    インフラ整備が中心インフラ整備が中心インフラ整備が中心インフラ整備が中心    

公共施設新規投資 既存公共施設投資 その他公共施設にかかる投資的経費
103.7 
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市が保有する公共施設の状況 

 

• 市が保有する公共施設は、土地 442.7 万㎡、建物 37.9 万㎡です。 

• 建物の内訳をみると、学校施設が 50％を占めています。次いで公民館等の集会施設

が 9％となっています。 

 

保有する土地の用途別状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有する建物の用途別状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地面積4,426,714.0㎡

集会施設8.5% 文化施設1.8% 図書館1.4%博物館等0.5%スポーツ施設5.6% ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・観光施設0.4%産業系施設0.2%学校49.8%その他教育施設1.3%幼保・こども園3.2%幼児・児童施設1%高齢福祉施設0.5%障害福祉施設0.5%保健施設2.0%医療施設0.2% 庁舎等6.4%
消防施設1.9% 公営住宅4.7%

供給処理施設2.8%その他6.7%

集会施設2.7% 文化施設1.3%図書館0.1%スポーツ施設15.0% ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・観光施設0.0%産業系施設0.0%学校22.7% その他教育施設0.3% 幼保・こども園0.9%高齢福祉施設0.4% 障害福祉施設0.5%保健施設0.7%庁舎等0.7%消防施設1.1%その他行政系施設0.1%公営住宅1.3%
公園30.0%

供給処理施設0.9%その他4.2%普通財産1.0% 宅地・田畑・山林・原野等12.8%企業会計等3.3%

延床面積

378,573.8 ㎡

学校学校学校学校    22222222.7%.7%.7%.7%    (100.5(100.5(100.5(100.5 万㎡万㎡万㎡万㎡))))    (132.8(132.8(132.8(132.8 万㎡万㎡万㎡万㎡))))    

(18.9(18.9(18.9(18.9 万㎡万㎡万㎡万㎡))))    学校学校学校学校    49.849.849.849.8%%%%    

公園 0.0％ 
0.4％ 
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保有する建物の整備状況  
• 人口が増加し始めた昭和 46 年から平成 3 年まで、施設整備が集中しています。 

• さらに、平成 3 年以降も施設整備は継続して行われています。 

• 昭和 46 年以降の建設のピーク時に建てられた建物は、築 20 年以上を経過しており、

今後、老朽化対策が必要な施設が急激に増加すると考えられ、継続的に対策が必要に

なると見込まれます。 

 

 

保有する建物の築年別整備状況  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 

～昭和24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 平成元2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

万㎡40.2 ㎡/人3.19 
延床面積（㎡）

築20年未満 10.1万㎡（27％）築20～29年
12.6万㎡（33％）築30～39年

12.1万㎡（32％）築40～49年
2.7万㎡（7％）築50年以上

0.4万㎡（1％） 2.1万㎡（6％）2.6万㎡（7％）3.1万㎡（8％）5.1万㎡（13％）7.5万㎡（20％）6.3万㎡（17％）5.8万㎡（15％）2.4万㎡（6％）0.3万㎡（1％） 2.3万㎡（6％）

新耐震基準（1982年以降）226,880㎡ 59.9％旧耐震基準（1981年以前）151,694㎡ 40.1％ 市役所
下総地域福祉センター保健福祉館公津の杜小学校等美郷台小等

学校施設学校施設学校施設学校施設

成田国際文化会館

【年間】
1.2万㎡/年 【年間】

1.3万㎡/年 【年間】
0.5万㎡/年今後急激に今後急激に今後急激に今後急激に老朽化老朽化老朽化老朽化

整備のピーク整備のピーク整備のピーク整備のピーク

人口（人）
人口合併合併合併合併

中台第二保育園消防署公津分署築40年経過

延床面積
37.9万㎡市民1人当たり
3.00㎡/人
築49年経過成田小

年間整備面積年間整備面積年間整備面積年間整備面積平均：平均：平均：平均：1.3万㎡万㎡万㎡万㎡

その後も整備が続いている
【年間】

0.5万㎡/年築築築築 20202020 年から年から年から年から 40404040 年を経過年を経過年を経過年を経過    今後、老朽化が急減に進行今後、老朽化が急減に進行今後、老朽化が急減に進行今後、老朽化が急減に進行    継続的に継続的に継続的に継続的に    老朽化対策が必要老朽化対策が必要老朽化対策が必要老朽化対策が必要    
（年） 
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地区別の保有状況  
• 今後人口が増加する、成田・公津・ニュータウンの 3 地区に市全体の約 60％の公共

施設が集中しています。 

• 今後人口が減少する地区のうち、八生・豊住・中郷地区は、学校や公民館等の集会施

設、スポーツ施設を中心とした施設整備となっています。下総地区、大栄地区といっ

た旧合併町では、様々な種類の機能を保有しています。 

• このように、地区によって、公共施設整備の状況が大きく異なっています。 

 

保有する建物の地区別用途別整備状況  
 

 

 

 

 

成田 公津 ﾆｭｰﾀｳﾝ 八生 豊住 中郷 久住 遠山 下総 大栄4.1㎡/人 1.5㎡/人 3.3㎡/人 2.5㎡/人 2.9㎡/人 2.6㎡/人 4.8㎡/人 2.6㎡/人 3.9㎡/人 3.4㎡/人21% 51% 45% 76% 83% 66% 41% 44% 42% 28%地区人口１人当たり保有面積旧耐震基準建物の割合 0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

（㎡）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000
（㎡）
37.9万㎡

7.6万㎡
【【【【3.0㎡㎡㎡㎡/人人人人】】】】

(50%)

(5%)

(8%)

(3%)

(4%)

(10%)

(20%)

4.2万㎡(11%)

11.1万㎡(29%)

(2%)

(2%)

0.4万㎡(1%)

1.8万㎡(5%)

4.4万㎡(11%)

2.9万㎡(8%)

4.0万㎡(11%)

学校
(31%)

市営住宅
(15%)

庁舎等
(30%)

(12%)

(45%)

(33%)卸売市場 学校
(67%)

(4%)

(8%)

(11%)

(5%)

(4%)

(34%)

(38%) (45%)
(37%)

(56%)

(14%)

(23%)

(10%)

(10%)

(10%)

(60%)

(53%)

(9%)

40％ 旧耐震基準建物の割合保有面積人口1人当たり保有面積 学校教育系施設 公営住宅 行政系施設医療施設 保健・福祉施設 子育て支援施設産業系施設 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設市民文化系施設 公園 その他供給処理施設

市全体市全体市全体市全体

市全体の約60％成田・公津・ニュータウン地区で
(6%)

(51%)

旧自治体の庁舎や保健福祉施設等を保有

人口が増加増加増加増加高齢化があまり進まない地区 人口が減少減少減少減少高齢化が進む地区
0.6万㎡0.8万㎡
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今後の施設にかかる費用の予測 

 

• 平成 27 年度までは、新規整備を中心とした計画があります。 

• 平成 28 年度以降、現状の公共施設の維持・更新を行うとすると、これまでの公共施

設整備にかかる投資的経費を上回る費用が必要となります。 

• 平成 28 年度以降は、合併に伴う財政支援（約 22 億円）の減少、更なる扶助費等の増

加、平成 40 年代以降継続的に訪れる施設更新のピークも見据え、人口動態やニーズ

に見合った公共施設の適正化の検討が必要です。 

 

今後の施設の維持・更新にかかる将来費用予測   

02040
6080100120

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58 H59 H60 H61 H62 H63 H64 H65 H66 H67

億円

10年平均公共施設投資的経費（既存更新分）19.7億円

現在までのストック
36.2万㎡（下総地区等の統廃合校、東小学校を除く）

40年間の更新費用総額2,333.22,333.22,333.22,333.2億円億円億円億円年更新費用の試算既存更新＋新規事業既存更新分 58.3億円1.11.11.11.1倍倍倍倍平成18年度～平成27年度
10年間の平均公共施設投資的経費（既存＋新規）52.6 億円

10年平均公共施設投資的経費（既存+新規）52.6億円

経費（既存更新）19.7 億円 3.03.03.03.0倍倍倍倍

建替え 大規模改修 築31年以上50年未満の施設の大規模改修維持費既存更新分 新規事業分

実施計画有

【新規整備中心】（公津の杜ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ）（下総小学校）等
既存公共施設の

維持・更新

建替え

のピーク

昭和47年～昭和56年に建設した施設の積み残し更新分
大規模改修

のピーク

昭和45年以降建設した施設の建替えが続く （年度）

今後も数年間は、新規整備が予定されている。
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これからの施設管理のあり方 

（施設管理から公共施設マネジメントへ） 

 

成田市では、人口面、財政面、公共施設面と様々な課題を抱えています。

今後は、これらの課題を総合的に検討し、市全体として取り組んでいく必要

があります。 

そのために、公共施設等で行われている行政サービスを総合的・横断的に

見直しを図り、今ある資源を活かして、最大限の効果を上げる仕組みを構築

していく「行政経営」の視点を取り入れ、有効活用していく「公共施設マネ

ジメント」が重要となっています。これにより、市政全般の見直しを図り、

効率的・効果的な行政展開を実施することができます。 

その基礎資料として、本白書では、公共施設の中で行われている行政サー

ビスの実態を把握し、現状の問題点・課題をまとめています。 

 

行政サービスにかかるコスト情報・ストック情報 

 

 

 

 

 

  

歳出総額６０９億円
成田市平成23年度普通会計決算歳出内訳

投資的経費25％(152億円)扶助費15％補助費等7％公債費7％ 成田市が保有する財産内訳人件費17％（105億円）物件費16％99億円（94億円） コスト情報 ストック情報 行政財産（土地）行政財産（建物)
普通財産(土地)普通財産(建物)積立金等5％ 行政サービスにかかる歳出は、約60％（363億円）を占める

維持補修費６億円
繰出金7％

※割合はイメージです
成田市の公共用地・公共建築物は、市の財産の多くを占め、その中で行わ

れている行政サービスにかかる支出（人件費・物件費・投資的経費等）を総

合的・横断的に見直すことにより、市政全般の見直しを図り、効果的・効率的

な行政展開を行うことができます。

成田市の課題人口面の課題人口面の課題人口面の課題人口面の課題 財政面の課題財政面の課題財政面の課題財政面の課題 公共施設面の課題公共施設面の課題公共施設面の課題公共施設面の課題
これらの課題を個別に検討するのではなく、

総合的に検討する必要がある

• 平成42年以降人口減少
• 少子高齢化対策
• 地域によって求められるサービスが異なる • 扶助費・公債費等の義務的経費の増加

• 普通交付税の削減現状の投資的経費の維持が困難 • 現状は新規整備が中心
• 今後既存の公共施設の維持・更新の多くの費用が必要
• 地域によって整備状況が大きく異なる

（H23年度決算書より）
行政サービスを行う財産は市の財産の多くを占める
土地442.7万㎡建物40.7万㎡




